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論 文 要 旨 
 
 

一 研究背景 

 

本研究は、地球環境汚染問題が顕在化した 1960～70 年代以来活発化した環境保護政策

の導入とその後の発展過程で示された企業環境経営の推進をめぐる議論を深め環境経営の

推進要素とその意義を分析するものである。その中でこの議論を通して極めて重要視され

検討されてきたテーマは、「企業による環境活動重視の環境経営とその経営活動に対する市

場からの反応を意味する市場競争力、競争優位性への効力の有無がどのように検証される

か」である。本研究は、環境活動への経営資源の投入が、直接、間接、短期、長期等々の

様々な視点から見て、その効力の有効性を高めることを分析し、そこでの効力を確認、検

証するものである。 

一般に企業が環境保全活動に経営諸力を投入する場合には、当然ながら企業での諸活動

に多大のコスト増、つまり労働力と資金の投入等とが求められ、そのことが環境コストの

増加を招き、結果として消費市場において競争優位性を損なう可能性が生じること、少な

くとも競争企業との間における競争力の維持にかなりの負担となるマイナス面での影響を

与える重要要因として見られてきたことは間違いない。この意味で、この環境汚染問題へ

の対応は、経済的に見れば、自由市場経済からの外部不経済としての理解が求められるも

のとして取り扱われ、その結果、コモンズ1の悲劇等々の地球汚染課題がそのまま今日まで

大きな社会的課題として残されているのであるが、その一方経営学的には、この環境汚染

問題への対応が企業にとっての競争優位性を確保できるかどうかの戦略論的課題としても

取り扱われており、必ずしもマイナス要因としてばかり強調されて今日に至っているもの

ではないことに注目できるのである。つまり環境保全コストの増加をはるかに上回る企業

成長をもたらす可能性と結びつく競争優位性が期待されるものであるか、それとも市場競

争において競争企業との間にいかなる競争優位性の増加も期待できないものであるか、

等々についての検証と分析を行ない、そこでの相互間のプラスの効力を見出そうとしてき

たものであると理解することができる。従って、本研究の目的は、これまでの先行研究の

成果を踏まえて、第 3 節で述べるように、効果的な企業環境経営戦略を規定する諸要因を

明らかにし、その効果的要因がどのように企業競争上の優位性を高めているかを分析し、

さらに家電産業を中心に企業環境経営戦略を、外部環境及び市場環境の異なる新興国の中

国市場において有効に生かす方法を確認することである。この事は、これまで環境経営活

動の社会的貢献としてなされてきた見方、社会的貢献上の評価、今日的表現でいえば企業

の社会的責任についての認識の度合いだけでなく、企業・会社の存在の意義、存在理由を

証明するものでもあるはずである。さらに本研究の有意性は、経済学的見方だけではなく、

経営学的な見方、つまり企業の存続を正当化する経営持続性とそのための市場開拓、絶え

間ないイノベーションを志向する経営努力と強く結びつく「経営戦略論」の立場から、環

                                                  
1 誰でも自由に利用できる共有資源が乱獲されることによって資源の枯渇を招いてしまうということ。生

物学者ギャレット・ハーディン（1915 年-2003 年）が 1968 年に『サイエンス』誌に発表した概念であ

る。環境経済学では共有地の悲劇ともいう。 
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境経営の推進を強力に推し進める環境優良企業にとっての存在理由をも証明するものとな

るはずである。 

 

二 既存研究の成果と限界 

 

1. 欧米の既存研究 

欧米の既存研究は主に戦略論的アプローチを中心に議論を展開している。既存研究によ

ると、企業の自主的な環境対応は、エコファンド2などのグリーンな資金の獲得による資本

市場の株価の上昇、グリーン消費者を獲得して売上げの増大（King and Lenox、2001）、

環境リスクによる政治的あるいは社会的コストの回避、消費者の不買運動や「地元住民の

立ち退き要求」など予測不可能なリスクの回避（Johnston and Jason、2003）などのメリ

ットをもたらすことが分かった。 

一方、環境対策は企業にとって、単なるコスト削減とリスク回避の意義を持つだけでな

く、直接収益をもたらし企業の競争優位を高める可能性があると主張しているポーターは、

欧米環境経営学における戦略論的アプローチの代表的な学者である。ポーターは連鎖価値3

（Value Chain）のモデルに基づいて、コストの低下や商品の格付けによって競争優位が

形成されるとした。連鎖価値のモデルに基づけば、環境に関するモデル技術や製品の独自

性から競争優位性を導くことは必然と主張した。その理由として、ポーターは「廃棄物や

有害物質、未使用エネルギーが汚染物質として環境に排出されるとすれば、それは資源が

不完全に、非効率的に、不経済に浪費されている兆候である」と批判し、第 1 に適切な環

境規制が導入されれば、企業の環境投資を刺激し、技術開発を促進すること、第 2 に技術

開発が促進されれば、低コストや品質向上によって競争が形成され、ひいては純経済効果

をもたらすとの 2 点を挙げた。その結果として、企業は先行者優位を手に入れる可能性が

あることを示唆している（Porter、1991）。ポーターはその主張を検証するには、日本で

は厳しい環境規制が設定されたにもかかわらず、米国よりも高い生産性と上昇率を実現で

きた事実を挙げている（Porter and linde、1995）。 

 以来、ポーター仮説を巡って、議論が展開された。例えばシャッフィは企業競争優位の

立場から見れば、公共財を利用する際に私的資本金を投資すると、企業にマイナス影響を

もたらすと指摘している。 

 

2.日本の既存研究 

戦略論的アプローチの実証研究として井熊が1999年の著作『環境倒産を挙げることがで

きる。井熊によると、企業経営にとって次の三つの環境リスク（井熊、1999）がある。第

一が消費者の不買運動による企業への影響で、「社会心理リスク」である。第二が規制強化

による企業への影響で、「規制リスク」である。第三が汚染対策による企業への影響で「汚

                                                  
2 環境に配慮した取組又は事業者を対象とする株式・債券等を投資先として組み入れたファンドの新規組

成及び既存のファンドの環境側面を追加・拡充したファンドの改変、或いは環境に配慮した取組又は事

業者を対象とする株式・債券等を投資先に組み入れた投資一任契約に基づく運用スキームの構築を指す。

（環境省定義 http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=11457 最終アクセス日 2010.9.15） 
3 連鎖価値とは、購買、製造、物流、販売、技術開発、人的資源管理、全般管理などの業務上の機能が結

合して利益が生み出される仕組みを説明するモデルである。 
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染リスク」と言ったが、文面の意味では汚染による課徴金だけでなく、環境設備の投資な

ど企業への負担をもたらすことによるリスクも含まれているため「環境投資リスク」とま

とめるのが適切だと考える。こうした環境リスク以外に、井熊がエコファンド4にも着目し

た。『環境倒産』が出版された1999年日本では、日興證券・第一生命保険グループ、安田

火災海上保険グループ、住友銀行―USBグループの四グループで、それぞれエコファンド

の発売が発表された。井熊は1999年が日本のエコファンド元年と言ってよいと記述した。

こうした分析に基づき、井熊は、21世紀は「環境」が企業淘汰の一つの要因として迫って

くる時代だと指摘し、逆に言えば、環境対策は企業が生き残りの差別化手段になると結論

付けた。井熊の研究は環境問題が企業に与える脅威と機会を明らかにしたものの、具体的

な戦略を打ち出すことが出来なかった。 

その後、高橋・鈴木の研究では企業行動の視点から環境問題の位置づけを分析している。

両者の研究によれば、企業行動には、利益目標と市場目標に加えて、環境問題を含める社

会目標への対応力も企業の競争優位を維持し、持続的な発展していく上で大きなツールに

なっている。三つの目標のうち、利益目標は短期間で実現しようとする狭義の企業目標で、

市場目標は中長期間で実現しようとする企業の経済目標である。一方、社会目標はスティ

クホルダーがそれを期待し要求する目標の充足であり、ほかの各目標を促進または制約す

る関係にあると指摘されている（高橋・鈴木、2005）。この研究は環境問題が企業戦略に

おける位置づけ及び必要性を分析したが、収益の可能性について分析していない。 

また、浜本はポーター仮説の日本での応用について分析し、環境規制のより厳しい日本

では米国よりも生産性上昇率が高い要因を明らかにした。浜本によれば、第 1 に日本の製

造業は環境規制によって生産性上昇率の低下という影響を受けたことが示された。そして

第 2 にこの規制による影響は、研究開発活動を通じた生産性上昇率の増加によって回復し

得たことが明らかとなった（浜本、1998）。浜本の研究は戦略論的アプローチに基づき、

企業の環境対策が生産性を向上する可能性を提示した一方、分析対象は日本企業に限られ

ていることが限界である。 

さらに、豊澄が環境経営の各要項の中で、最も企業優位効果を有している項目を具体的

に取り出して検証し、この分野の研究の中で大きな一歩を進むことができたと言える。豊

澄の結論から言えば、まず環境経営の諸項目の中で、「環境教育」は EVA（経済付加価値）

に有意なプラス影響を与えた。つまり環境教育に積極的に取り組む企業は、株主期待以上

の価値をより多く創造している。そして「製品・物流」も有意なプラス影響を与えた。つ

まり環境配慮型製品の開発・販売、また環境調和型物流に積極的な企業は高い収益率を得

ていることが明らかになった（豊澄、2007）。豊澄の研究は利益率を高める可能性の高い

環境経営の項目を挙げたことで、企業に環境経営を戦略的に行うための根拠を提供してい

ることが評価される。一方、日本市場を分析の前提としているため、海外進出する際に応

用できるかどうかは触れていない。 

日本の既存研究の特徴は、環境経営は企業に競争優位をもたらすことを支持するものが

多い。実際に環境経営や環境技術革新を推進することによって、競争優位を得た日本企業

                                                  
4 エコファンドとは、環境に対して悪影響を与えていると見なされる企業への投資を控え、環境配慮して

いる企業に絞り込んで投資する株式投資信託である。例えばドイツの商業銀行「エコ・バンク」が環境

保護の面から良好な事業にのみ融資するケースもある。 
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の事例も多く存在している。言い換えれば日本において、何らかの理由で環境経営と企業

の競争優位が緊密に関係していると思われる。それらの理由を探り出すことが世界中に環

境経営を推進していくために、非常に重要であると思われる。 

 

3.中国の既存研究 

中国では環境経営学自体はまだ確立されていないことが分かる。一方、環境経営の重要

な側面としてのコスト管理に関する研究が盛んに行われていることは、米国の環境経営学

の初期段階に類似すると思われる。2000 年より、企業競争優位とを結びつけて分析する研

究も見えるようになったが（胡、2000。施、2005。倪、2006）、価格競争優位を基礎に環

境競争優位の必要性を理論的に分析したもので、実証研究は行っていない。特にグローバ

ル企業が中国に進出した場合の環境経営についての実証研究は不足している。 

限られた中国の既存研究を通じて、中国において環境経営を企業コストに止まっており、

企業の競争優位との関係が薄いことが察知される。その原因は中国に取り巻く外部環境か

環境経営体制自体に問題があると推測される。 

 

4.既存研究の示唆と限界 

欧米における環境経営に関する研究は、主に戦略論的なアプローチに基づき議論してい

る。環境規制は企業競争優位を向上させるというポーター仮説は近年有力な説である。ま

た、日本においては、環境経営に関する研究は範囲が広く、主に社会科学的アプローチと

戦略論的なアプローチに基づき展開されている。戦略論的なアプローチの代表的な研究と

して、浜本は日本国内の企業を取り上げて、ポーター仮説を検証した。しかし、現段階中

国において、環境経営の捉え方として、依然として環境コストと法令順守の視点が主流で、

最近では企業の社会的責任の角度での理論的な分析も現れたが、実証的分析はまだ少ない。 

全体的にみると、戦略論的アプローチは企業が自主的に環境経営を取組むように促進す

る役割が大きいため、近年環境経営学に関する研究アプローチの主流となっていることは

共通点である。戦略的な環境経営が企業の生産性や利益率の向上に貢献する可能性がある

といった既存研究の成果は大きい。一方、既存研究は次ぎのような限界がある。①一定の

社会環境における分析は多いが、動態的社会環境を裏づけにして分析する研究は少ない。

③産業別の実証研究が少ない。②途上国に関する研究が極めて少ない。従って、これらの

限界を乗り越えるための研究を重ねていくことが、環境経営学の確立に大きな意味を持つ

と思われる。 

 
三 本論文の研究目的、研究対象の設定と有意性 

 

1. 研究目的 

冒頭で述べたように、本研究の目的は効果的な企業環境経営戦略を規定する諸要因を分

析し、環境経営の推進と市場競争優位性への効力を明らかにした上で、家電産業を中心に

新興国中国市場において競争戦略上に環境経営を有効に生かす方法を明らかにすることを

主眼としている。従ってその研究目的を達成するために、本論文では以下の課題をクリア

する。 
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（1）日中両国企業の環境経営に影響する外部環境の諸要因と環境経営の異同を比較し、

それぞれの企業戦略における環境経営の意義を規定する要因の抽出とそこでの環境経営の

競争優位性の有無を検証する。 

（2）中国家電市場の独自性を分析し、そこにおける日中両国の環境経営が企業戦略にお

いて果たす機能及びその意義を規定する要因の究明とその結果として競争優位性への効力

の確認を行う。 

（3）以上の分析結果を日中両国家電企業の事例分析をもって実証し、研究目的の解明を

行う。 

 

2. 研究対象の設定 

 研究対象国は日中両国に設定している。中国を取り上げた理由は、先行研究では途上国

のデータが不足しているため、近年経済発展も環境問題も世界の注目を集めている中国を

取り入れる意味は大きいと思われるためである。一方、比較対象として日本を取り入れた

理由は、日中間経済貿易交流が盛んに行われており、日本は資金・人材・技術などの面で

中国の経済発展に携わってきているため、市場間の緊密性は大きいと思われるためである。

また、近隣国であるにも関わらず政治体制・経済体制・社会体制などの面において著しい

差異が存在しているため、環境経営を規定する要因に差異があると予測されるためである。 

また、研究対象業種は家電産業に注目している。家電産業に注目する理由は、日本では

自動車産業と並行して日本経済を支える重要な産業であり、環境経営が最も進んでいる産

業である一方、自動車産業に比べると家電産業は近年海外市場とりわけ中国市場において

売上その他の面で業績上苦戦している状況に陥っているため、家電産業を中心に中国市場

における影響要因の比較分析を行うことが、日本家電産業が直面している長期的な不況状

況の要因を明らかにすることに結び付くと期待できるからである。 

さらに、事例企業を選定する際に、中国の家電企業は発展モデルと企業形態及び規模性

が様々であり、統計的なデータの有意性が懸念される一方、中国家電市場の独自性を考察

するために、近年グローバル化が注目される海爾社、美的社よりも、経済開発が遅れてい

る北西地域に位置する国有大手家電企業である長虹社が代表的企業であると思われるため、

本論文では長虹社を重点として取り上げる。またそれらの比較対象企業として、日本総合

家電企業パナソニック社を取りあげる。その理由は①日本政府は環境経営ガイドラインを

公表し、環境経営を基準化したため、パナソニック社は他の日本家電企業の環境経営と大

差はないと思われることと、中国における市場シェアも同じように低迷していることで、

日系他社と同一性があると思われるためである。さらに②他の日本家電企業よりも、パナ

ソニック社は、最も早い時期に中国に進出し、中国の家電産業の発展に牽引力を果たした

企業であることと、現在海外戦略の中心が中国に置かれていること、また中国において「環

境友好企業」と掲げて環境経営を積極的にアピールしていることが特徴であるため、環境

経営と企業戦略を検討する際に代表的な事例であると考えられるためである。 

 

3. 本研究有意性 

本研究は戦略的アプローチにおける環境経営学の先行研究の成果を踏まえて、①途上国

である中国の事例を取り上げたことで実証研究が開発できること、②環境経営学と中国市
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場の独自性を関連させて分析を行う新しい視点を加えられること、③コスト増大論と競争

優位論という 2 つの議論の争点である環境経営が有する企業利益における有意性の議論を

越えて、環境経営を企業利益と結びつけることを規定する要因を新たに分析することとい

う 3 点のオリジナルな面から、本研究分野の空白部分、未開拓分野を補足、開拓すること

に貢献できると思う。 

 

四 研究方法上の特徴と論文構成の狙い 

 

こうした現状を前にして、果たして企業環境経営への積極的推進が市場の動向からどの

ような影響をうけ、そのために企業はどのような経営戦略のもとに、これらの課題に取り

組むべきか、が緊急の課題として浮上してくる。こうした社会的課題解決への接近を図る

ため、本研究は、日本における環境優良企業として評価される企業の環境経営の実態、そ

の経営戦略の仕組みを探り、さらに其の企業経営に大きな外部要因となる様々な要因を考

慮して上で、果たして其の環境経営への経営資源の投下が市場からの一方的な競争優位性

の喪失というネガティブな面だけに留まるものかどうか、実際の市場からの反応を日本で

の市場動向とはかなりその特徴が異なる中国市場においてその検証を行うところに視点を

置いている。つまり、本研究は、中国家電市場に於いて効果的な企業環境経営戦略を推進

する要因を分析し環境経営の有効性を検証、確認することに主眼をおいている。実際の分

析には、日本中国両国の企業それぞれが置かれる競争環境及びそれに影響され形成された

環境経営の特徴の分析（2 章、3 章）、日本における家電業界と中国における家電業界の分

析（5 章、6 章）と日本での代表的環境優良企業パナソニック社の環境経営の仕組みの分

析（8 章）及び中国での市場及び中国企業分析の際に最も中国的特徴を見ることができる

長虹株式会社の分析（9 章）を展開し、それらの相互比較と企業戦略上見出された特性を

明らかにする。そこでは、対象とした中国市場での分析に見える売上げ等々一般的競争優

位性の面での克服すべき課題を確認することと同時に、一方そうした市場での直接的競争

力面での比較に加えて、新たな競争優位性を構築できる諸局面、たとえばコモンズの悲劇

の回避を促す面からの地域コミュニテーへの貢献とその度合い、地域社会への貢献等々か

らの競争優位性への貢献、さらに長期的経営の土台となる企業イメージ力、ブランド力、

あるいは社会貢献力への貢献等々の新規優位性への見直しもその効力として確認すること

ができる（結章）。 

以上のような研究課題の分析のために特に分析の中心においている対象は、日本におけ

る環境優良企業と日本市場との関連性、影響の有無であり、その動向を起点として、次に

中国における家電市場と環境に力をいれている長虹社の環境経営の動向と市場での評価、

競争優位性の有無、の確認を行い、両者の比較検討を行う。同時に、日本企業パナソニッ

ク社の大連市への進出企業である大連松下における環境経営と市場優位性との関連を分析

に加えて、研究課題の結論を明らかにする。 

本論文構成上の特徴は、序章に述べるように、研究目的を達成するための分析対象は日

本と中国における環境優良企業であり、その環境経営が日本市場と中国市場とでの競争優

位性をめぐる分析においては環境経営と市場競争優位性との関連性の分析だけでなくそれ

以上にそれぞれの市場の特性を明らかにすることにも分析の重点を置いていることである。
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しかもその競争優位性に関わる評価、つまり消費者の趣向・性向等々、日中両国の国民性

をも分析する意味をも含むことになる。さらに、競争優位性に与える影響の有無の検証と

結論付けについても、長期的な視点、短期的な視点、さらに企業経営にあたえる経営方針

上の評価、いわゆるコア経営方針に関する影響等々をも、企業の成長・持続的発展からの

見方によって、競争優位性の維持を確認できるものともなる。従って、結論での議論も、

競争優位性がどのような要因において確認、検証できるかを改めて確認するものとなるは

ずである。いずれの見方であっても、環境経営への経営姿勢の効果がどのような形態で示

されるか、論文構成上も独自の見方として主張できる内容を含むものと確信する。 

 

五 論文の結論 

 

 本論文は前述した 3 つの課題を検証したうえで、以下のような結論を導き出した。 

競争戦略型環境経営の次のステージは成長戦略型環境経営である。企業を取り巻く外部

環境における政治的要因・経済的要因・社会的要因・技術的な要因のうち、成長戦略型環

境経営に規定する要因は社会的要因である。現段階において、中国を含めた途上国市場に

おいて、社会的インセンティブが低いため、成長戦略型環境経営の優位性は評価されにく

い。従って、日本企業は既に成熟している成長戦略型環境経営の枠組に基づいて、製品競

争の部分を強化すべきである。また、中国企業は持続的発展を実現するために、成長戦略

型環境経営への転換が必要であると思われる。現段階の競争戦略型環境経営の発展を一層

促進するために、社会的要因を対象とする環境規制の制定が望ましい。 
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現地調査リスト 

 

 

 

 

2004 年 9 月 15 日（修士課程）  

松下環境報告書作成市民交流会に出席 

環境担当者にインタビュー  

 

2005 年 10 月 31 日 

松下環境管理室担当者 メール 

環境担当者にインタビュー 

 

2006 年 12 月 21 日  

パナソニックセンター東京を見学 

当時パナソニック（天津）研究開発センター渋谷社長にインタビュー 

 

2007 年 1 月 21 日-1 月 23 日 

中国長虹社見学 

環境担当者李朝軍氏にインタビュー 

 

2008 年 1 月 10 日-1 月 25 日 

中国長虹社見学 

環境担当者李朝軍氏・副社長譚明献氏にインタビュー 

 

2008 年 1 月 27 日-1 月 30 日 

パナソニック AS 開発天津有限会社（PASDT）見学 

環境設備見学・環境担当者胡氏にインタビュー 

 

2009 年 3 月 10 日 

パナソニック AS 大連有限会社(PASDL) 電話 

環境担当者万成氏にインタビュー
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